
 かんぽ生命の宮本でございます。

 本日は、かんぽ生命の「2016年3月期中間決算電話会議」にご参加いただき、あり
がとうございます。

 はじめに、お手元の資料に沿って、決算概要をご説明し、その後、質疑応答とさせて
いただきます。

 1ページをご覧ください。



 今回の決算のポイントを、5点にまとめております。
 1点目として、中間純利益は485億円と、前年同期比で4.5%の減少となりましたが、
通期業績予想比では57.8%と、順調な進捗となりました。

 2点目として、個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期並みの2,381億円とな
りました。第三分野については、前年同期比で17.7%増加し、昨年度の一時的な減
少から回復傾向にあります。

 3点目として、個人保険の保有契約年換算保険料は5兆932億円となり、そのうち、
民営化後の契約（新区分）に属するものは2兆6,970億円と、初めて全体の5割を超
えました。

 4点目として、足元の低金利環境の長期化を踏まえ、ALMを重視しつつ、外国証券
や国内株式といったリスク性資産への投資を継続し、総資産に占める割合が6.1%ま
で拡大しました。

 5点目として、ＥＶは着実な契約獲得を背景に、前期末から668億円増加し、3兆
5,681億円となっております。

 2ページをご覧ください。
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 連結業績の状況をご説明します。

 当中間期の経常収益は4兆8,813億円、経常利益は2,187億円、中間純利益は485
億円を計上しました。通期業績予想に対しては、いずれも50%を超える順調な進捗
となっています。

 また、総資産は84兆6,918億円、純資産は1兆9,086億円となりました。純資産の減
少は、主に保有する有価証券の含み益が減少したことによるものであり、株主資本
は1.7%増加しています。

 3ページをご覧ください。
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 ここでは、連結財務諸表の要約を記載しています。

 保有契約の減少により、P/L・B/Sともに減少していますが、その減少幅は年々小さく
なる傾向にあります。

 詳細は、決算短信等の資料でご確認ください。

 4ページをご覧ください。
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 ここからは、契約の状況についてご説明します。

 4ページは、新契約年換算保険料の推移をお示ししています。
 個人保険の新契約年換算保険料は、昨年4月に改定した学資保険の販売量の減少
と、本年4月の養老保険の加入年齢範囲の拡大効果が相殺するかたちで、前年同
期並みの2,381億円となりました。

 下期においては、短期払養老保険の創設や終身保険の加入年齢範囲の拡大等、
新契約獲得に向けた新たな取組を展開しております。

 また、右のチャートのとおり、第三分野の新契約年換算保険料は、昨年度、改定学
資保険の販売増により落ち込みましたが、当中間期では、前年同期比37億円増の
246億円まで回復しました。

 下期も引き続き、ユニバーサルサービスの対象であり、主力商品である養老・終身
保険に、医療特約を付けて販売することに注力していきます。

 5ページをご覧ください。
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 保有契約年換算保険料の推移を、新旧区分別にお示ししています。

 左のチャートのとおり、個人保険の保有契約年換算保険料は、5兆932億円と前期
末から減少したものの、民営化後に引き受けた新区分の割合が、初めて5割を超え
てきました。

 また、第三分野の保有契約年換算保険料は7,431億円、このうち新区分は2,757億
円となり、前期末から182億円増加しました。

 6ページをご覧ください。
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 左のチャートは新契約件数の推移、右側には商品毎の内訳をお示ししています。

 当中間期の新契約件数は、117万件と前年同期から7万件減少しました。これは昨年4
月に投入した学資保険の販売件数が前年同期から13万件減少したことが影響してい
ます。

 一方、昨年度の減少を挽回するべく販売を強化した養老保険・終身保険については、
養老保険が加入年齢範囲の拡大等により、前年同期から3万件増の62万件となった
ほか、終身保険についても2万件増の31万件となりました。

 7ページをご覧ください。
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 保有契約件数の推移と内訳をお示ししています。

 保有契約件数は、新旧区分合算で、前期末から65万件減少し、3,282万件となりま
した。

 民営化以降、旧区分の契約の満期等による減少が、新契約の獲得を上回っている
ため、保有契約の減少が続いてきましたが、減少傾向は徐々に緩やかになっていま
す。

 今後も、引き続き、商品面の改善や販売チャネルの強化を続けるとともに、契約者
訪問活動を通じた顧客基盤の深掘りを行っていくことで、早期に保有契約の減少に
歯止めをかけ、底打ち・反転を目指していきたいと考えております。

 8ページをご覧ください。
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 資産運用の状況についてご説明します。

 左の表のとおり、当社の資産構成は、円金利負債に対応して、安定的な利息収入
が得られる円金利資産が中心となっています。

 しかしながら、昨今の低金利環境の長期化を踏まえ、運用資産の多様化を進めてき
た結果、外国債券などのリスク性資産の残高は、当中間期末で5.1兆円、総資産比
6.1%に拡大しました。

 今後も、マーケット環境とリスク許容度を確認しながら、段階的にリスク性資産の拡
大を続けていく予定ですが、あくまで円金利資産と円金利負債のマッチングを図る
ALMが中心であることに変わりありません。

 右の表のとおり、高い予定利率の契約の消滅とともに平均予定利率が低下したこと
から、当中間期の順ざやは前年同期から147億円増加し、420億円となりました。

 9ページをご覧ください。
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 有価証券の時価及び含み損益の状況をお示ししています。

 満期保有目的や責任準備金対応で保有する債券の含み益は、合わせて912億円減
少しました。

 その他有価証券の含み益は、国内外の株式相場の下落を受け、金銭の信託で保
有する国内株式等の含み益が減少したことから、1,277億円減少しました。

 この結果、有価証券全体の含み益は、前期末から2,190億円減少し、6兆2,750億円
となりました。

 10ページをご覧ください。
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 経費の状況についてご説明します。

 当中間期の事業費は、単体ベースで2,598億円となり、このうち、約7割の1,851億円
を日本郵便へ支払う委託手数料が占めています。

 右のチャートにお示ししたとおり、委託手数料の約半分は、契約獲得実績に応じて
支払う新契約手数料であり、残りの半分は、委託する保全・支払業務等に応じて支
払う維持・集金手数料から構成されております。

 当中間期の委託手数料は、民営化後、郵便局での新契約が順調に伸びてきたこと
や、お客さまに保険金等の振込先口座を登録していただく取組を開始したことにより
、全体で42億円増加の1,851億円となりました。

 なお、当中間期の減価償却費は、左下のチャートのとおり、179億円と概ね横ばいで
推移しております。

 11ページをご覧ください。
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 ＥＶの状況についてご説明します。

 当中間期末のＥＶは3兆5,681億円となり、前期末から668億円増加しました。
 修正純資産は、主に内部留保の積み増しにより、前期末から728億円増加し、 3兆

483億円となりました。
 一方、保有契約価値は前期末と概ね横ばいであり、5,197億円となっています。
 当中間期の新契約価値は792億円となり、前年同期から116億円増加しています。
これは、医療特約を付けた養老保険・終身保険の販売が回復したことによります。

 なお、本日時点では、第三者意見を取得していないため、速報版の開示となります
。EVの詳細は、11月19日公表予定の「2015年9月末ヨーロピアン・エンベディッド・バ
リューの開示について」をご覧ください。

 12ページをご覧ください。
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 最後に、健全性の状況についてご説明します。

 生命保険事業の経営環境の変化に伴うリスクに備え、将来にわたる健全で安定的な
経営を確保するために、当中間期末において危険準備金2兆4,374億円、価格変動
準備金7,425億円を積み立てています。

 前期末から危険準備金は612億円の減少、価格変動準備金は303億円の増加となっ
ております。

 新旧区分別に見ると、積立残高は旧区分が大半を占めていますが、今後、新区分で
のリスクテイクの拡大を見据え、当中間期の繰入は、新区分が中心になっています。

 将来の逆ざや等を補う目的で積み立てている追加責任準備金は、当中間期末で6兆
400億円となっています。

 右のチャートでは、連結ソルベンシー・マージン比率の推移をお示ししています。

 リスク性資産への投資拡大等により、当中間期末の連結ソルベンシー・マージン比
率は1,579.4％と、前期末からやや低下したものの、引き続き高い健全性を維持して
います。

 私からの説明は以上です。

 来週11月20日には、日本郵政グループの決算説明会を開催いたします。今後の経
営方針やＥＶの詳細についてもご説明させていただきますので、是非ご参加いただき
ますようお願いいたします。
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